
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 ◆C-4-4-1
事 業 名 被災地域農業復興総合支援事業（廻館地区）

事 業 費 総額 3,873 千円 （国費：1,549 千円）

     内訳：機械器具費 3,873 千円

事業期間 平成 27 年度～平成 28 年度

事業目的

沿岸部で被災した農業者の早期営農再開に向けた支援として、農業施設や資機材、

附帯設備、農業用機械等の整備を南三陸町が一体的に整備し、組織的な営農（集落営

農）を進めることにより、生産者の高齢化や後継者不足が深刻化する当該地区におけ

る農業の復興を図るもの。

事業地区 廻館地区 （別添地図添付）

事業結果

東日本大震災の津波で被災した農地の単なる原形復旧ではなく、農業生産基盤

の整備や農地の集約化を進め、効率的な営農による地域農業の復興を求める関係

農家との話し合いにより、宮城県が施行する「農山漁村地域復興基盤総合整備事

業」（圃場整備）を活用した農地整備を行った。

町が事業主体となり実施する「被災地域農業復興総合支援事業」による復興交付

金を活用した農業施設・機械等の導入を推進することとし、農地整備・農業施設・

農業機械の導入等の話し合いを進める上で、各地区において営農組合を組織し、関

係機関等と連携し事業を推進した。

  なお、農業施設及び農業機械は使用貸借契約を締結し、組合員が共同で利用する

ことにより、農家個人の負担を軽減するなど地域農業の復興への一助とすること

ができた。

【主な会議・打合せ関係】

廻館営農組合

平成 26 年度 15 回 160 人、平成 27 年度 15 回 131 人、

平成 28 年度 13 回 127 人、平成 29 年度 13 回 91 人、

平成 30 年度 12 回 92 人

【農業機械導入状況】

・平成 27 年度 施設用農業機械導入業務

トラクター（24ps）1 台

プラソイラ（1 本爪）1 台

ライムソワー（散布幅 1.8ｍ）1 台

掘取機（けん引型、掘取刃幅 630mm、作業幅 470mm）1 台



コンビシーダー（6 条播）1 台

管理機（7ps）1 台

自走マニュアスプレッタ（積載量 0.6t）1 台

予冷庫（2 坪）1 台

      契約額： 6,219,180 円（うち本事業：794,880 円）

          契約日：平成 28 年 3 月 11 日

     納入期限：平成 28 年 12 月 30 日

※契約額 6,219,180 円の内、トラクター、プラソイラ、ライムソワー、掘取機、

自走マニュアスプレッタ、予冷庫購入に係る経費 5,424,300 円については、基

幹事業にて対応

・平成 28 年度 農業機械器具等導入業務

  育苗箱、苗運搬具、育苗ラック、動力散布機、セルトレイ、アンダートレイ、ね

ぎ移植機、播種機、土入れ機、ねぎ用管理機、動力噴霧機、野菜用管理機

      契 約 額： 3,078,000 円

          契 約 日：平成 28 年 8 月 29 日

     納入期限：平成 29 年 3 月 30 日

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

本事業により整備した農業用機械等は平成 28 年度から営農組織への貸与を開始

し、平成 25 年度の被災農地復旧とともに営農組織による営農が再開されたことか

ら、本事業内容は適切なものと考える。

なお、町が農業施設や農業機械等を導入し、営農組織等へ貸借することにより、

被災農家の経済的負担軽減に繋がり耕作放棄地の抑制に繋がったと考えられる。

② コストに関する調査・分析・評価

農業用機械の選定においては県普及センターなどの専門家の指導を受け、経営規

模に応じた最適な性能及び数量とすることで費用を抑え、契約業者の決定において

も制限付き一般競争入札による契約であり、事業費は適切なものと考える。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

基幹事業の効果を更に高めるため、事業地区において必要な農業用機械等の種

類、性能及び数量について、地元農業者等と十分協議が重ねられており、納品にお

いてはニーズに沿った農業用機械等を迅速に提供できたことから事業手法は適切

なものと考える。

〈想定した事業期間〉

機械器具導入  平成 28 年 3 月～平成 29 年 3 月



〈実際に有した事業期間〉

機械導入  平成 28 年 3 月～平成 29 年 3 月

事業担当部局

農林水産課 農林業振興係 電話番号：0226－46－1378

（添付地図）









農業機械器具等導入業務

【廻館地区 平成 27年度】

【廻館地区 平成 28年度】



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号・事業名

A-2-4 志津川中学校学校施設環境改善事業（屋内運動場）

◆A-2-4-1 志津川中学校学校施設環境改善事業（屋内運動場・屋根改修）

事業費 A-2-4    総額 17,117 千円（国費：11,411 千円）

◆A-2-4-1 総額 47,165 千円（国費：37,732 千円）

    （内訳：設計費 5,293 千円、工事費 57,127 千円、工事監理費 1,862 千円）

事業期間 平成 25 年度～平成 26 年度

事業目的

志津川中学校は、津波の著しい被害を受けた地域に隣接し、周辺では、津波復興拠

点や防災集団移転の移転先団地が造成されるなど、新しいまちづくりが行われてい

る。当該施設は、地震、台風、豪雨等の災害発生時においては、児童生徒等の安全を

確保するとともに、大規模災害時には、児童等の応急避難場所としての機能を発揮し

なければならないため、学校施設の整備とあわせた防災機能の強化を図ることが必要

となっている。

東日本大震災では、構造体のみならず、天井材や照明器具、内・外壁材の落下など

により人的被害が生じた例もあることから、児童等の安全を確保し学校施設の防災機

能を強化するため屋内運動場の補強・改修工事を実施するものである。

事業地区 志津川地区

事業結果

屋内運動場

・屋根防水改修、屋根カバー

・天井下地振止設置

・強化硝子等改修、シーリング

・外壁クラック・欠損部補修・天井ボード補修

・棚固定

柔剣道場

・ボード断熱材改修

・照明器具調整

＜平成 25 年度＞

・調査設計業務 5,293 千円 （A-2-4）
＜平成 26 年度＞

・改修工事 57,127 千円、工事監理業務 1,862 千円 （A-2-4・◆A-2-4-1）



事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

地震など災害に強い学校施設の環境改善が図られたことから児童等の安全が確

保された。また、効果促進事業により防災機能が強化されたことから、有事の際に

は学校施設のみならず地域一帯の避難先としても指定されていることから、適正な

事業実施と判断できる。

② コストに関する調査・分析・評価

事業費の設計・積算は公共建築工事算出基準等の国県の積算基準及び建設物価等

により実施し、南三陸町財務規則等に基づき制限付き一般競争入札により業者の選

定を行っており、資材や労務単価が上昇する厳しい状況下にあっても、経済性に配

慮した事業執行となっており、事業コストは適切なものと考える。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

学校運営に支障を来すことなく、調査設計から工事完了まで概ね予想定期間内に

事業を進めることができたことから、事業手法は適切なものと考える。

＜想定した事業期間＞

調査設計業務   平成 26 年 1 月～平成 26 年 3 月

工事監理業務   平成 26 年 9 月～平成 27 年 2 月

改修工事     平成 26 年 9 月～平成 27 年 2 月

＜実際に事業に有した事業期間＞

調査設計業務   平成 26 年 2 月～平成 26 年 3 月

工事監理業務   平成 26 年 10 月～平成 27 年 2 月

改修工事     平成 26 年 9 月～平成 27 年 2 月

事業担当部局

教育委員会事務局 学務係 電話番号： 0226-46-2604







【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 D-4-9
事 業 名 高齢者生活支援施設等整備事業

事業費 総額 220,915 千円 （国費 128,866 千円）

    内訳：建築設計費 10,636 千円、工事監理費 22,661 千円

工事費 187,618 千円

事業期間 平成 27 年度～平成 29 年度

事業目的

志津川東地区は、南三陸町の中央部に位置し、役場、病院・総合ケアセンターが立

地するなど、南三陸町の公的機能が集中する中心的エリアであり、高齢者福祉の拠点

としても構想していた地区である。当地区に整備する災害公営住宅は、住宅内のバリ

アフリー化、介護のしやすい間取りの仕様としており、入居仮申込みの結果を見ると、

入居希望者の高齢化率は 48.1%という高い数値を示している。このように予想される

背景から、本高齢者生活支援施設についても、その拠点施設として計画をしてきたと

ころである。

志津川東地区入居希望者には、介護サービスを必要とする高齢者が多く入居するこ

とが見込まれる。また、町内におけるデイサービス事業の定員が震災前と比較し 17 人

少ない状況となっている。 災害公営住宅等に入居している高齢者が安心して居住し

続けることができる環境の整備を図るため、デイサービス施設及び生活サービス提供

施設の整備主体となる民間事業者に建設費を補助するもの。       

事業地区 志津川地区（東地区）

事業結果

高齢者生活支援施設を建設し、平成 30 年 4 月から供用を開始した。

（整備主体である民間事業者への補助事業として実施した）

【整備概要】

整備棟数：１棟

構造・規模：木造平屋建て 述べ床面積 526.17 ㎡

付帯施設：駐車場

建物全景（南側）           建物全景（東側）



    デイサービス施設内部         生活サービス提供施設内部

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

平成 30 年 12 月末時点で、デイサービス施設と生活サービス提供施設において

計画していた支援事業について運営を開始している。

高齢者見守りの拠点機能として、また、各種イベントの開催により、災害公営住

宅入居者のニーズへの支援及びコミュニティ形成を図り、再建先での居住の安定の

確保に寄与している。

福祉団体、NPO 法人、地域住民、災害公営住宅入居者、社会福祉協議会等によっ

て構成される運営協議会を設立し、一層の利用促進と本施設での取り組みを町内全

域に波及させていく仕組み等の検討を進めている。

※施設内で実施している事業の利用状況等については以下のとおり。

(1) デイサービス   平均利用者数   355 人/月
(2) 居宅介護支援事業 平均相談対応件数 117 件/月
(3) 高齢者見守り拠点 平均訪問件数   70 回/月

（LSA 非常駐団地のみ）

(4) 高齢者利活用事業 平均活動者数   22 人/月
(5) 食事サービス   平均参加者数   59 人/回

（月 1 回ペースで会食会を開催）

(6) カフェ       平均利用者数   348 人/月
(7) その他       各種イベントの開催

（「夏祭り」「ミニ運動会」「小さな互市」など）

※集計期間は、平成 30 年 4 月～11 月の 8 ヶ月間。

② コストに関する調査・分析・評価

公共建築物等積算基準により積算を行い、整備事業者が行った建設工事の入札

において、資材高騰等の要因により、一旦は不調となったが最終的には、当該補助

限度額の範囲内で実施しており、事業費は妥当な規模であると判断される。



③ 事業手法に関する調査・分析・評価

当初は、災害公営住宅入居者の居住の安定を早期に確保するため、志津川東地区

の入居開始年度内での完成を予定されていたが、整備事業者による事業計画の見直

しに伴い設計内容に変更が生じた。そのため、事業全体のスケジュールの見直しを

行い、町と整備事業者間で適切な施工期間等について協議し、完成を迎えた。

結果的に当初計画と比し、約 1 年遅れの完成となったが、この 1 年間を活用し、

住民参加による施設運営の方法等を議論する住民検討会を開催したことで、機運を

高めた状態で供用開始につなげることができたことから、事業手法は適切なものと

判断される。

＜想定した事業期間＞

建築設計     平成 27 年 10 月～平成 28 年 3 月

工  事     平成 28 年 5 月～平成 29 年 2 月

＜実際に事業に要した事業期間＞

建築設計     平成 27 年 10 月～平成 29 年 3 月

工  事     平成 29 年 8 月～平成 30 年 3 月

事業担当部局

保健福祉課社会福祉係 電話番号： 0226-46-2601



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 C-7-4
事 業 名 水尻さけふ化場整備事業

事業費 総額 96,734千円 （国費：72,550千円）

内訳：工事費 96,301千円、事務費 433千円

事業期間  平成 28年度～平成 29年度

事業目的

南三陸町地方卸売市場の水揚金額の５割以上を占めるシロサケの放流に必要なふ

化場を再建する。今回震災後緊急復旧し稼働していた水尻ふ化場が河川堤計画により

移転するのに合わせて、小森ふ化場と同様の効率的かつ衛生的な種苗生産体制を整え

ることで、シロサケの回帰率の向上に寄与し、南三陸町地方卸売市場の水揚量の安定

的な確保を目指すもの。

事業地区 志津川地区 （水尻ふ化場地図添付）

事業結果

さけふ化場施設（飼育部分）

○飼育池 15ｍ×2m×18本（防食塗装）○井戸（集水井戸 立杭φ5ｍ φ100×20本）

○給排水設備、トイレ ○ふ化槽、貯水タンク ○自家発電装置

○管理棟（休憩室・物品庫）

※管理棟・ふ化槽・貯水タンクについては、既存設備を活用（写真添付）

〈平成 28年度～平成 29年度〉

・南三陸町水尻ふ化場建設工事 96,301千円

・事務費            433千円

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

南三陸町地方卸売市場の水揚金額の 5 割以上を占めるシロサケの放流に必要な

ふ化場を再建し、震災前と同じ生産能力のある施設となった。

設備面では、自動掃除機を導入し労働時間の短縮・軽減化を図り、飼育池では飼

育用水の換水率を上げ、稚魚の飼育環境改善を図った構造としたことにより、病気

に強く健苗な稚魚の生産が可能となった。

以上のことから、事業内容は適切なものと考える。

② コストに関する調査・分析・評価

施設整備については、同規模で震災後に他市町で整備されたサケのふ化放流事業

先進地を参考に、低コスト・低燃費化を志向した。建設後のランニングコスト低減

に効果的な機器・機具類の選定を行うとともに、飼育池の防食塗料塗布など、コン

クリートの風化・腐食を防ぐ対策を講じ、修繕費の軽減を図った。

事業費の設計・積算は、公共土木工事標準積算基準書等により実施し、南三陸町

財務規則等に基づき指名競争入札により業者を選定しており、費用は適正なものと



判断される。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

移転先の用地取得に時間を要したため工事着手に遅れが生じたが、平成 29年度

のシロサケの遡上（9月以降）前に工事を完了することができたことから、ふ化事

業に影響はなく、事業手法は適切と判断される。

＜想定した事業期間＞

建設工事   平成 28年 4月～平成 29年 3月

＜実際に事業に要した事業期間＞

建設工事   平成 28年 12月～平成 29年 8月

事業担当部局

農林水産課水産業振興係 電話番号：0226-46-1378



【水尻ふ化場位置図】

水尻ふ化場

南三陸町営さけます第２ふ化場

（緊急復旧・移転前）



【震災後】

【緊急復旧後】

【移転後】



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 ◆D-22-1-1
事 業 名 防災公園案内板整備事業

事業費 総額 11,186 千円 （国費：8,407 千円）

    内訳：工事費 11,186 千円

事業期間 平成 28 年度～令和 2 年度

事業目的

南三陸町では、震災復興計画において、町としてメモリアル機能を有する「震災復

興祈念公園」を唯一、志津川市街地の八幡川右岸地域に整備することとしている。こ

の公園は「避難ゾーン（防災公園）」（約 3.2ha)と「メモリアルゾーン」(約 3.1ha)に
分かれており、今回の震災で犠牲となった方々への追悼と鎮魂の場を創出し、

併せて震災の歴史を記憶・伝承することで将来の被害を未然に防ぐ防災教育の場を整

え、更には避難地の整備や防災訓練を大規模に行うなど多面的な防災機能を有した公

園として整備を行うものである。

本事業は、高台造成により発生する残土を利用して築山式の一次避難地を整備する

「避難ゾーン（防災公園）」内において、公園案内板を設置し、津波災害発生時に逃

げ遅れた避難者が適正に避難築山を利用できる環境を整えるとともに、平常時におい

ては、公園利用者の利便性の向上及び防災教育等に役立てることを目的とする。

事業地区 志津川地区 （別紙地図添付）

事業結果

【整備施設】

園名板（１基）、総合案内サイン（１基）、誘導サイン（２基）

避難場所サイン（４基） 、エリア案内サイン（１基）     

＜令和元年度～令和２年度＞

・サイン設置工事 10,509 千円

＜令和元年度＞

・令和元年 12 月 17 日 築山部分の一部供用開始

＜令和 2 年度＞

・令和 2 年 10 月 13 日 公園全体開園

                                



事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

当該事業において整備された公園案内板は、防災公園付近で災害に遭われた方が

迅速に避難を行うことができるように指定避難所へ誘導する役割を担っている。

② コストに関する調査・分析・評価

当該事業の一部は平成 24 年 3 月に独立行政法人都市再生機構（以下、UR 都市

機構）と締結した東日本大震災に係る復興まちづくりの推進に向けた覚書及び平成

24 年 8 月に同じく UR 都市機構と締結した東日本大震災に係る南三陸町復興整備

事業の推進に関する協力協定書に基づき委託契約を結び都市公園の整備を行った。

復興 CM 方式を導入し、UR 都市機構と CMR が連携のもと、工事施工を行い、コ

ストについては事業実施段階で実際に生じた業務原価（コスト）に報酬（フィー）

を上乗せして支払いを行うコストプラスフィー契約や原価の透明性や適正さの確

保のため、受注者が発注者にすべてのコストに関する情報を開示し、第三者機関に

よる監査を行うオープンブック方式を併用し算出していることから、適正と考えら

れる。

また、町発注分の工事について、事業費の設計・積算は公共土木工事積算基準等

により実施し、南三陸町財務規則等に基づき入札を行い業者を選定していることか

ら、事業コストは適切と判断される。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

防災公園案内板整備事業は、震災復興祈念公園の整備工事の進捗に併せて工事が

進められたため、公園整備事業の進捗に遅れにより、案内板整備も 2 年ほど遅れる

結果となった。

＜想定した事業期間＞

サイン設置工事  平成２９年１月～３月

＜実際に事業に要した事業期間＞

サイン設置工事  平成３１年４月～令和２年１０月

一部開園     令和元年１２月１７日

公園全体開園   令和２年１０月１３日

事業担当部局

建設課営繕係 電話番号： 0226-46-1377





【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 C-6-16
事 業 名 漁港施設機能強化事業（細浦漁港）

事業費 総額 18,339千円 （国費：13,754千円）

    内訳：工事費 18,339千円

事業期間 平成 29年度～令和 2年度

事業目的

被災した漁港において、災害復旧事業による漁港施設（防波堤、防潮堤、護岸、物

揚場、船揚場、道路）の復旧と連携して、地盤沈下した漁業施設用地(共同利用施設）

等の嵩上げ、舗装等を行い、漁港機能の速やかな回復を図る。

事業地区 細浦漁港（別紙図面参照）

事業結果

災害復旧事業と連携し、下記のとおり機能強化を図った。

・漁業用施設用地嵩上げ A=1,370㎡

・コンクリート舗装 A=1,370㎡

・アスファルト舗装 A=360㎡

＜平成 29年度～令和 2年度＞

・工事費 18,339千円

○漁港の概要（港勢調査）

年度
経営

体数

漁船 水産物水揚げ(t)
主な水産物

登録数 利用数 漁獲 養殖

H27 30 50 50 0.8 947.6 サケ、ホタテ、ワカメ

R4 15 59 59 1.6 1162.8 サケ、ホタテ、ワカメ

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

漁業施設用地について物揚場等周辺施設と同等に約 1m 程度嵩上げ整備したこ

とから、漁具置き場や漁網の天日干し、養殖げたの清掃作業など、ホタテ・ギンザ

ケ養殖等の漁業活動で漁協組合に加入する約 60名の漁業者に有効に活用されてい

る。以上のことにより、事業が適正な執行がなされていると判断される。

② コストに関する調査・分析・評価

事業費の設計・積算は宮城県土木工事標準積算基準等により実施し、南三陸町財

務規則等に基づき入札を行い業者を選定している。

また、工事の発注にあたっては、漁港施設災害復旧工事と合冊発注することで経



費削減に努められている。

なお、同様の事業を行った気仙沼市の漁港施設機能強化事業の事業費(138,868
千円/4件)と比較すると、気仙沼市 6,600円/㎡に対し南三陸町 13,400円/㎡となっ

ており、事業費の差異については、アスファルトとコンクリート舗装を整備したこ

とによるものであると判断される。

南三陸町 気仙沼市

事業箇所 細浦地区(第 1種漁港) 市内漁港 4地区(第 1種漁港)

事業内容
漁港施設用地嵩上げ

(H=1m,A=1,370㎡)
漁港施設用地嵩上げ

(H=1m,A=21,117㎡)
事 業 費 18,339千円 138,868千円

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

  関連する災害復旧事業及び漁業従事者との調整に時間を要し 1 年近く工事着手

に遅れが生じたが、分割工事とすることで漁業従事者から理解を得られ、、漁業活

動に支障を来すことなく事業を完了することができており、事業手法は適切と考

える。

＜想定した事業期間＞

工事発注・完了  平成 29年 5月～令和 2年 3月

＜実際に事業に要した事業期間＞

工事発注・完了  平成 30年 2月～令和 3年 3月

事業担当部局

建設課漁港係 電話番号： 0226-46-1377




